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11．美浜発電所原⼦炉施設保安規定の変更範囲

 美浜発電所１，２号炉の廃⽌措置は、2022年度から第２段階（原子炉周辺設備
解体撤去期間）に移⾏する計画。

 今回、第２段階（原子炉周辺設備解体撤去期間）の廃⽌措置に係る保安管理措置
を規定するため、美浜発電所原子炉施設保安規定の変更を⾏う。

期間
(年度)

2017〜2021（5年） 2022〜2035（14年） 2036〜2041（6年） 2042〜2045(4年)
第１段階
解体準備

第２段階
原子炉周辺設備解体撤去

第３段階
原子炉領域解体撤去

第４段階
建屋等解体撤去

全
体
工
程

系統除染

残存放射能調査

核燃料物質の搬出

2次系設備の解体撤去

原⼦炉領域の解体撤去

建屋等の解体撤去

原⼦炉周辺設備の解体撤去

＜申請理由＞
①美浜発電所１号及び２号発電⽤原子炉施設廃⽌措置計画の変更認可申請書の反

映による変更
②記載の適正化



2２．美浜発電所原⼦炉施設保安規定の変更概要

変更範囲 主な変更内容 カテゴリー 詳細説明

第１編 第８条 原子⼒発電安全運営委員会  原子⼒発電安全運営委員会の審議事項のうち「改造の実施に関する事項」に第１５５条第
２項（廃⽌措置工事の内容が３号炉の原子炉施設の機能に影響を与えないこと）に関する
事項を追加する。

（大飯発電所保安規定記載内容の反映）
②

第１０１条 放射性液体廃棄物の管理
 「１，２，３号炉合算」となっていた放出管理⽬標値を「１号炉および２号炉合算」と

「３号炉」に分けて設定することによる変更 ①
第１０２条 放射性気体廃棄物の管理

第２編 第１３５条 ⽬的  廃⽌措置第２段階への移⾏に伴い、保安のために必要な措置を定める対象の廃⽌措置段階
を「解体準備期間」から「原子炉周辺設備解体撤去期間」に変更。 ①

第１４４条 廃⽌措置主任者の選任  廃⽌措置主任者の代⾏者の選任プロセスについて明記する。（大飯発電所保安規定記載内
容の反映） ②

第１５５条 工事の計画および実施  廃⽌措置第１段階で「核燃料物質による汚染の除去」と記載していたものを実績を踏まえ
「系統除染工事」に明確化する。 ① ー

第１５５条
の２

解体撤去物の管理  管理区域における廃⽌措置工事で発⽣した解体撤去物を「放射性廃棄物でない廃棄物」、
「放射性物質として扱う必要のないものと推定されるもの」および「放射性固体廃棄物」
に分別すること、および「放射性物質として扱う必要のないものと推定されるもの」を保
管エリアに保管する際の措置や容器への要求事項等を追加。

①

第１５５条
の３

保管エリアの管理  解体撤去物のうち「放射性物質として扱う必要のないものと推定されるもの」を保管する
保管エリアの管理⽅法を追加 ①

第１６１条 新燃料の運搬  新燃料の搬出⽅法の変更（燃料棒を引き抜き表⾯を除染し輸送容器に収納する計画から燃
料集合体のまま輸送容器に収納する計画に変更） ①

第１６２条 新燃料の貯蔵
 ２号炉の使⽤済燃料ピット内に新燃料が貯蔵されていないことから、記載を適正化する。 ②

第１６８条 放射性液体廃棄物の管理
 「１，２，３号炉合算」となっていた放出管理⽬標値を「１号炉および２号炉合算」と

「３号炉」に分けて設定することによる変更。 ①
第１６９条 放射性気体廃棄物の管理

添付 ４ 管理区域図  燃料取替⽤⽔タンク取替工事完了に伴う管理区域図の変更(2019年4⽉25⽇認可）の反映
漏れに伴う適正化。 ②

 美浜発電所原子炉施設保安規定変更認可申請書における変更内容は以下のとおり。
【カテゴリ－分類】 ①廃⽌措置計画変更認可申請書の反映、②記載の適正化
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変更前 変更後
（⽬ 的）
第 １３５ 条 この規定第２編（第２編において、以下、「本編」という。）は、

原子炉等規制法第４３条の３の２４第１項の規定に基づき、廃⽌措置段階の
うち、解体準備期間にある美浜発電所１号炉および２号炉原子炉施設（本編
において、以下、「原子炉施設」という。）の保安のために必要な措置（本
編において、以下、「保安活動」という。）を定め、核燃料物質等または原
子炉による災害の防⽌を図ることを⽬的とする。

（⽬ 的）
第 １３５ 条 この規定第２編（第２編において、以下、「本編」という。）は、

原子炉等規制法第４３条の３の２４第１項の規定に基づき、廃⽌措置段階の
うち、原子炉周辺設備解体撤去期間にある美浜発電所１号炉および２号炉原
子炉施設（本編において、以下、「原子炉施設」という。）の保安のために
必要な措置（本編において、以下、「保安活動」という。）を定め、核燃料
物質等または原子炉による災害の防⽌を図ることを⽬的とする。

 廃⽌措置第２段階への移⾏に伴い、保安のために必要な措置を定める対象の廃⽌措置段階を「解体準備期間」から
「原子炉周辺設備解体撤去期間」に変更

３．廃⽌措置第２段階への移⾏に伴う変更

変更前 変更後
（工事の計画および実施）
第１５５条 原子⼒部⾨は、廃⽌措置工事※１を実施する場合、以下の必要なプ

ロセスを実施する。
(1) 工事計画
(2) 設計計画
(3) 調達管理
(4) 工事管理

２．原子⼒部⾨は、第１項の工事計画を策定するにあたり、工事の内容が３号
炉の原子炉施設の機能に影響を与えないことを確認する。

３．原子⼒部⾨は、廃⽌措置工事を実施するにあたり、廃⽌措置計画を踏まえ、
必要に応じて次の各号に示す措置を講じる。
(1) 汚染拡大防⽌対策および漏えい防⽌対策
(2) 被ばく低減対策
(3) 事故防⽌対策

４．原子⼒部⾨は、廃⽌措置工事の結果について記録する。

※１︓廃⽌措置工事とは、廃⽌措置計画に基づく、核燃料物質による汚染の除
去、残存放射能調査工事およびその他第１８７条に定める保全対象範囲
以外の設備の解体撤去工事をいう。

（工事の計画および実施）
第１５５条 原子⼒部⾨は、廃⽌措置工事※１を実施する場合、以下の必要なプ

ロセスを実施する。
(1) 工事計画
(2) 設計計画
(3) 調達管理
(4) 工事管理

２．原子⼒部⾨は、第１項の工事計画を策定するにあたり、工事の内容が３号
炉の原子炉施設の機能に影響を与えないことを確認する。

３．原子⼒部⾨は、廃⽌措置工事を実施するにあたり、廃⽌措置計画を踏まえ、
必要に応じて次の各号に示す措置を講じる。
(1) 汚染拡大防⽌対策および漏えい防⽌対策
(2) 被ばく低減対策
(3) 事故防⽌対策

４．原子⼒部⾨は、廃⽌措置工事の結果について記録する。

※１︓廃⽌措置工事とは、廃⽌措置計画に基づく、系統除染工事、残存放射能
調査工事および設備の解体撤去工事をいう。

 系統除染の効果が残存放射能調査工事により確認できたため、核燃料物質による汚染の除去を系統除染に変更。ま
た、解体撤去対象設備と保全対象設備が重複しないことを踏まえ、解体撤去工事に関する記載を適正化



4

保安規定 第１編（３号炉） 保安規定 第2編（１号炉および２号炉）
第101条（放射性液体廃棄物の管理） 第168条（放射性液体廃棄物の管理）

第102条（放射性気体廃棄物の管理） 第169条（放射性気体廃棄物の管理）

４．放出管理⽬標値の号炉分割について（第101条、102条、168条、169条）

表101－1

変更前 変更後

項 ⽬ 放出管理⽬標値
（1,2,３号炉）

放出管理⽬標値
（３号炉）

放射性液体廃棄物
(トリチウムを除く。) 7.1×1010Bq/年 3.7×1010Bq/年

表101－２

変更前 変更後

項 ⽬ 放出管理の基準値
（1,2,３号炉）

放出管理の基準値
（３号炉）

トリチウム 1.1×1014Bq/年 5.5×1013Bq/年

表10２－1

変更前 変更後

項 ⽬ 放出管理⽬標値
（1,2,３号炉）

放出管理⽬標値
（３号炉）

放射性気体廃棄物
希ガス
よう素１３１

1.0×1015Bq/年
2.5×1010Bq/年

1.0×1015Bq/年
2.5×1010Bq/年

表168－２

変更前 変更後

項 ⽬ 放出管理の基準値
（1,2,３号炉）

放出管理の基準値
（1,２号炉）

トリチウム 1.1×1014Bq/年 1.7×1013Bq/年

表169－1

変更前 変更後

項 ⽬ 放出管理⽬標値
（1,2,３号炉） 項 ⽬ 放出管理⽬標値

（1,２号炉）

放射性気体廃棄物
希ガス
よう素１３１

1.0×1015Bq/年
2.5×1010Bq/年

放射性気体廃棄物
粒子状物質

（コバルト60）
2.6×108Bq/年

表168－1

変更前 変更後

項 ⽬ 放出管理⽬標値
（1,2,３号炉） 項 ⽬ 放出管理⽬標値

（1,２号炉）

放射性液体廃棄物
(トリチウムを除く。) 7.1×1010Bq/年 放射性液体廃棄物

(コバルト６０) 2.1×107Bq/年

 放出管理⽬標値について、1,2号炉と3号炉で管理すべき核種が異なるため、それぞれ設
定する。



5５．解体撤去物、保管エリアの管理について（第155条の2、3）

廃⽌措置計画 保安規定
五 廃⽌措置対象施設のうち解体の対象となる施設及び
その解体の⽅法

5. 第２段階に⾏う解体の⽅法
(1) 原子炉周辺設備の解体撤去
原子炉周辺設備を解体撤去した後の区域の一部につい

ては、解体撤去物の保管を⾏うエリア（以下「保管エリ
ア」という。）⼜は除染等を⾏うエリアとして利⽤する。

解体撤去に伴い発⽣する⾦属等の解体撤去物は、放射性
廃棄物でない廃棄物（以下「NR」という。）として処理
するか、保管エリアに保管した後、必要に応じて除染等
を実施し、放射性物質として扱う必要のないもの（以下
「CL」という。）として処理する。NR⼜はCLとして処
理できない⾦属等の解体撤去物は、放射性固体廃棄物と
して処理する。

⼗ 核燃料物質⼜は核燃料物質によって汚染された物の
廃棄

3. 放射性固体廃棄物の管理
(1) 放射性固体廃棄物の処理
放射性固体廃棄物の管理に係る保安上必要な措置につ

いては、保安規定に定めて実施する。

（解体撤去物の管理）
第１５５条の２ 各課（室）⻑は、管理区域内における廃⽌措置工事で発⽣した解体撤去物を「放射性廃棄

物でない廃棄物」、「放射性物質として扱う必要のないものと推定されるもの（以下、「CL推定物」と
いう。）」および「放射性固体廃棄物」に分別し、それぞれ次の措置を講じる。
(1) 「放射性廃棄物でない廃棄物」は、第１６６条の第２項に従い管理する。
(2) 「ＣＬ推定物」は容器に収納し、保管エリア※１に保管する。保管にあたっては、「ＣＬ推定物」に

ついて、異物の混⼊および放射性物質による追加的な汚染を防⽌する措置を講じる。
(3) 「放射性固体廃棄物」は、第１６５条の２第１項（５）に従い固体廃棄物貯蔵庫に保管する。

２．放射線管理課⻑は、第１項（２）に従い保管エリアに保管された容器には、「ＣＬ推定物」を示す標識
を付け、「ＣＬ推定物」に係る記録と照合できる整理番号をつける。

※１︓保管エリアとは、廃⽌措置計画に基づき、管理区域内に設置する解体撤去物の保管を⾏うエリアをい
う。

（保管エリアの管理）
第１５５条の３ 放射線管理課⻑は、保管エリアを壁、柵等の区画物によって区画する他、保管エリアの⽬

につきやすい箇所に保管エリアである旨を掲示する。
２．放射線管理課⻑は、保管エリアに係る次の事項を確認するとともに、その結果、異常が認められた場合

には必要な措置を講じる。
(1) 「ＣＬ推定物」の保管状況を確認するために、１週間に１回、保管エリアを巡視する。
(2) １ヶ⽉に１回、保管量を確認する。

３．放射線管理課⻑は、保管エリアの⽬に付きやすい場所に管理上の注意事項を掲示する。

⾦属等の解体撤去物の処理フロー図（第2段階以降）

⾦属等の解体撤去物
（NRを除く） 除染等 CLとして処理保管エリア

放射性固体廃棄物
として処理今回の保安規定記載での

運用範囲
放射性固体廃棄物

として処理

 廃⽌措置工事で発⽣した解体撤去物の管理および解体撤去物の保管エリアの管理を定める。

Ｂ

A

A

Ｂ
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廃止措置計画 保安規定
⼋ 核燃料物質の管理及び譲渡し

3. 核燃料物質の搬出及び輸送
（中略）

１号炉原子炉補助建屋内の使⽤済燃料貯蔵設備に貯蔵さ
れている新燃料は、使⽤済燃料貯蔵設備において⻑期間保
管されており、燃料の表⾯には放射性物質が付着している
ため、気中で燃料集合体の散⽔洗浄・除染を⾏った後に、
輸送容器に収納する。輸送容器に収納する際、燃料の表⾯
汚染により、使⽤する輸送容器の基準を満足しない場合は、
汚染の拡大防⽌措置を講じたうえで、気中で燃料集合体１
体ごとに燃料棒を引き抜き、燃料棒表⾯を除染し、輸送容
器に収納する。この燃料の取扱いにおいては、燃料棒を安
全に取り扱うために専⽤の作業台を使⽤し、燃料棒の変形
及び損傷を防⽌するとともに、取り扱う数量を燃料集合体
１体ごとかつその１体分の燃料棒に限定し、臨界を防⽌す
る。

（以下略）

（新燃料の運搬）
第１６１条 原子燃料課⻑は、新燃料輸送容器から新

燃料を取り出す場合は、補助建屋クレーン、新燃料
エレベータ、使⽤済燃料ピットクレーンのうちから
必要な燃料取扱設備を使⽤する。

２．原子燃料課⻑は、発電所内において新燃料を運搬
する場合は、運搬前に次の事項を確認し、新燃料輸
送容器に収納する。

(1) 法令に適合する容器を使⽤すること。
(2) 補助建屋クレーン、新燃料エレベータ、使⽤済燃

料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を
使⽤すること。

(3) 新燃料が臨界に達しない措置を講じること。なお、
新燃料から燃料棒を引抜き、燃料棒表⾯を除染する
場合は、取り扱う数量を燃料集合体１体毎かつその
１体分の燃料棒に限定すること。

 廃⽌措置計画（初回申請時）においては、新燃料搬出時に「使⽤する輸送容器の基準を満
足しない場合は、燃料棒表⾯を除染」としていたが、新燃料搬出計画の詳細検討の結果、
燃料棒の表⾯が汚染していても収納可能な輸送容器を使⽤することとした。

 廃⽌措置計画及び保安規定において、燃料棒の除染に係る記載（⾚字取消線の記載）を削
除する。

６．新燃料搬出⽅法の変更（第161条）
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①保安規定第８条（原子⼒発電安全運営委員会）の記載変更
 廃⽌措置工事の工事内容が運転プラントに影響しないことを、３号炉の視点からも確認する

ように以下のとおり保安規定に反映する。（大飯保安規定第２編審査時指摘の反映）

７．記載の適正化(1/3)

変更前 変更後
第 ８ 条 発電所に原子⼒発電安全運営委員会（以下、
「運営委員会」という。）を設置する。
２．運営委員会は、発電所における原子炉施設の保安運

営に関する次の事項を審議し、確認する。ただし、委
員会で審議した事項もしくはあらかじめ運営委員会に
おいて定めた軽微な事項は、審議事項に該当しない。

（中略）

(6) 改造の実施に関する事項

第 ８ 条 発電所に原子⼒発電安全運営委員会（以下、
「運営委員会」という。）を設置する。
２．運営委員会は、発電所における原子炉施設の保安運

営に関する次の事項を審議し、確認する。ただし、委
員会で審議した事項もしくはあらかじめ運営委員会に
おいて定めた軽微な事項は、審議事項に該当しない。

（中略）

(6) 改造の実施に関する事項
（第２編第１５５条第２項に関する事項を含む）

②保安規定第144条（廃⽌措置主任者の選任）の記載変更
 廃⽌措置主任者の代⾏者の選任⽅法について、審査基準要求（廃⽌措置主任者の選任と同

様の手続きとすること）を踏まえて明確化する。（大飯保安規定第２編審査時指摘の反
映）

変更前 変更後
第１４４条
４．廃⽌措置主任者には代⾏者を置くことができる。

第１４４条
４．廃⽌措置主任者には代⾏者を置くことができる。

なお、廃⽌措置主任者の代⾏者を置く場合は、第１項
から第３項に基づき選任する。



8

変更前 変更後
（新燃料の貯蔵）
第１６２条 原子燃料課⻑は、新燃料を貯蔵する場合は、次の事項を遵守する。
(1) 新燃料は、新燃料貯蔵庫または使⽤済燃料ピット（以下、「貯蔵施設」と
いう。）に貯蔵すること。
(2) 貯蔵施設の⽬につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注
意事項を掲示すること。
(3) 補助建屋クレーン、新燃料エレベータ、使⽤済燃料ピットクレーンのうち
から必要な燃料取扱設備を使⽤すること。
(4) 貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確
認すること。
(5) １号炉および２号炉の使⽤済燃料ピット内で燃料の配置変更を⾏う場合は、
燃料が臨界に達しないことをあらかじめ評価および確認すること。

（新燃料の貯蔵）
第１６２条 原子燃料課⻑は、新燃料を貯蔵する場合は、次の事項を遵守する。
(1) 新燃料は、新燃料貯蔵庫または使⽤済燃料ピット（以下、「貯蔵施設」と
いう。）に貯蔵すること。
(2) 貯蔵施設の⽬につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注
意事項を掲示すること。
(3) 補助建屋クレーン、新燃料エレベータ、使⽤済燃料ピットクレーンのうち
から必要な燃料取扱設備を使⽤すること。
(4) 貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確
認すること。
(5) １号炉の使⽤済燃料ピット内で燃料の配置変更を⾏う場合は、燃料が臨界
に達しないことをあらかじめ評価および確認すること。

７．記載の適正化(2/3)

③保安規定第162条の記載変更
 ２号炉の使⽤済燃料ピット内に新燃料が貯蔵されていないことから、以下の通り記載を適

正化する。



9７．記載の適正化(3/3)

変更前 変更後

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。

④保安規定添付４（管理区域図⾯）の記載変更
 原子炉施設保安規定添付4の管理区域図のうち、３号炉燃料取替⽤⽔タンクの区域区分を

適正化する。なお、管理区域として出⼊管理および標識の掲⽰等の必要な措置を実施しており、
放射線管理上の問題はない。


